【本部情報】特別交付税の減額措置を総務大臣政務官へ申入れ－道本部HP（２／３）
冒頭、岡本企画調整委員代表が申入書（別紙）を手交し、「国から自治体への関与は、民主党政権になって相当程度抑制されつつあるが、労使交渉の結果を尊重する姿勢に立つべき」として、以下の４点については、特別交付税の減額措置を行わないよう申し入れた。

(1)　地域手当・寒冷地手当に関する措置

(2)　自宅に係る住居手当の存続に対する措置

(3)　50歳台後半層の給与の一律減額措置を行わないことに対する措置

(4)　ラスパイレス指数100以下の自治体に対する措置。あわせて、ラスや独自の給与カット措置などを勘案した結果として、国や県の年間調整と異なる対応を行った自治体に対する措置

　これに対し、逢坂政務官は以下のとおり回答した。

(1)　地域手当や寒冷地手当に係る減額措置については、不適正な支出に対する制裁という意味を有しているものではなく、地方交付税の公平な支出という観点に立って行われているもの。これまでの積み重ねや経過、本年の財政需要等をふまえ、対応する。

(2)　自宅に係る住居手当については、これまでも、国基準を超えて住居手当を支給する団体に対して減額措置を行っておらず、今年度においても、減額措置は行わない予定である。

(3)　50歳台後半層に対する減額措置については、それを実施しないことを直接の理由として特別交付税の減額を行うことは考えていない。ただし、50歳台後半層の給与減額措置を行わない結果、ほかの要素（マイナス改定にともなう給与の年間調整、特例条例による給与の減額措置等）を含めて全体として年間調整措置が不十分となる場合には、期末・勤勉手当に係る特別交付税の算定において減額となる予定である。

(4)　期末・勤勉手当の算定において考慮するラスパイレス指数は、全国平均98.8以下の場合には減額しない方向であり、98.8から100未満の場合には若干の調整、100以上の場合には全額が減額の対象となる見込みである。

　これを受け、地公部会側は、さらに以下の通り質した。

(1)　寒冷地手当については、かつての人事院調査時とは燃料費の高騰や降雪量など、状況が異なっていることを考慮すべき。

(2)　地域手当にも、周辺自治体との均衡など、自治体によって支給すべきと考える事情がある。国の支給基準のみを勘案して減額措置を取るべきではなく、実態に応じた対応を求めたい。

　これに対し逢坂政務官は、「政府の基本姿勢は、交付税の公平性を確保しつつ、自治体の自由裁量を拡大する方向であることに変わりはない。本年の特別交付税は、雪や鳥インフルエンザ、噴火対策が主なものになると思うが、そういった場面においても、もっともたいへんな思いをして働いているのは自治体職員である。申入れの趣旨は承った。交付税総額を確保しつつ、皆さんの思いも受け止めながら、今後とも取り組んでいきたい」と回答した。

　最後に、地公部会側は「特別交付税の減額算定は、自治体にとって実質的な給与抑制の強制となってしまう。本日の申入れの趣旨についてご理解をいただきたい」と再度要請し、申入れを終えた。

別紙は下記を参照ください。

２０１１年１月３１日

総務大臣

　片　山　善　博　様

公務員連絡会地方公務員部会

議 長 　阿 部 卓 弥

特別交付税の減額措置に対する申入れ

　貴職におかれましては、地域主権の実現、地方財政の充実に向け並々ならぬ努力を重ねておられることに心から敬意を表します。

　地方公務員の給与決定に関わって、従来、地方自治体に対して、給与をはじめとした労働条件について国と同様の取扱いをすべきとして強く指導されてきましたが、政権交代以降は、地方自治体に対する国の助言について、抑制的な方向へと転換されてきました。

　ところが、旧政権下で定められた総務省令では、地域手当、寒冷地手当などの支給水準が国の基準を超えている自治体に対して、特別交付税を減額することとされています。これらの措置は、労働基本権制約の代償機能である人事委員会の勧告制度、労使間の交渉、勤務条件条例主義などの給与決定の原則を否定することになりかねません。

　つきましては、今年度の特別交付税の算定において、下記の事項を十分踏まえて対応されるよう申し入れます。

記

１．地域手当、寒冷地手当などに係る特別交付税の減額措置を行わないこと。

２．地域の実情を踏まえて自宅に係る住居手当を継続する自治体に対して、特別交付税の減額措置を行わないこと。

３．50歳台後半層の給与一律減額措置を実施しなかった自治体に対して、特別交付税の減額措置を行わないこと。

４．とくに、ラスパイレス指数が100以下の自治体に対しては、上記１～３なども含め、各自治体の給与上の取扱いを理由とした減額措置を行わないこと。

以上

